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保険・年金・税金健康・福祉

（８）元 １１ １５

国
民
年
金
保
険
料
に
は 

免
除
・
納
付
猶
予
の
制
度
が
あ
り
ま
す

～

納

付

に

困

っ

た

ら

ご

相

談

く

だ

さ

い

～

①�
免
除
制
度
…
本
人
、
配
偶
者

お
よ
び
世
帯
主
そ
れ
ぞ
れ
の 

所
得
（
免
除
を
受
け
た
い
期

間
と
審
査
対
象
と
な
る
所
得 

に
つ
い
て
は
表
１
参
照
）
が

定
め
ら
れ
た
基
準
以
下
（
表

２
）
で
あ
れ
ば
申
請
す
る
こ

と
が
で
き
、
承
認
さ
れ
る
と

全
額
免
除
や
一
部
免
除
を
受 

け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
一

部
免
除
は
、４
分
の
３
免
除
、 

半
額
免
除
お
よ
び
４
分
の
１ 

免
除
が
あ
り
ま
す
。

受�

給
資
格
期
間
　
承
認
さ
れ
た

期
間
は
、
老
齢
・
障
害
・
遺

族
基
礎
年
金
の
受
給
資
格
期 

間
に
含
ま
れ
ま
す
。

年�

金
額
の
計
算
　
定
め
ら
れ
た

率
で
減
額
さ
れ
た
金
額
で
計 

算
さ
れ
ま
す
。

②�

納
付
猶
予
制
度
…
20
～
50
歳

未
満
の
方
で
、
本
人
、
配
偶

者
そ
れ
ぞ
れ
の
前
年
所
得

（
納
付
猶
予
を
受
け
た
い
期

間
と
審
査
対
象
と
な
る
所
得

に
つ
い
て
は
表
１
参
照
）
が

定
め
ら
れ
た
基
準
以
下
（
表

２
）
で
あ
れ
ば
申
請
す
る
こ

と
が
で
き
、
承
認
さ
れ
る
と

納
付
猶
予
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

受�

給
資
格
期
間
　
承
認
さ
れ
た

期
間
は
、
老
齢
・
障
害
・
遺

族
基
礎
年
金
の
受
給
資
格

期
間
に
含
ま
れ
ま
す
。

年�

金
額
の
計
算
　
老
齢
基
礎
年

金
額
に
計
算
さ
れ
ま
せ
ん
。

◆�
失
業
を
理
由
と
す
る
特
例
…

退
職
（
失
業
）
し
た
月
（
末

日
退
職
の
場
合
は
翌
月
）
か

ら
退
職
（
失
業
）
し
た
年
の

翌
々
年
の
６
月
ま
で
の
期
間 

に
限
り
、
退
職
者
本
人
の
所

得
を
除
外
し
て
審
査
し
ま
す
。

◆�

天
災
を
理
由
と
す
る
特
例
…

住
宅
、
家
財
そ
の
他
の
財
産

に
つ
い
て
、
お
お
む
ね
２
分

の
１
以
上
の
損
害
を
受
け
た 

方
が
対
象
。
特
例
対
象
期
間

は
、
災
害
が
発
生
し
た
日
の

属
す
る
月
の
前
月
分
か
ら
翌 

々
年
の
６
月
分
ま
で
で
す
。

◆�

申
請
手
続
き
に
必
要
な
も
の

（
①
②
共
通
）
…
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
ま
た
は
基
礎
年
金
番
号 

免除等の種類
所得の目安 一部納付額

（月額）単身 ２人世帯※１ ４人世帯※２

全額免除／納付猶予 ５７万円 ９２万円 １６２万円 －

４分の３免除 ９３万円 １４２万円 ２３０万円 ４，１００円 

半額免除 １４１万円 １９５万円 ２８２万円 ８，２１０円

４分の１免除 １８９万円 ２４７万円 ３３５万円 １２，３１０円 

年度
免除・納付猶予を
受けたい期間

審査対象
となる所得

元年度分 令和元年７月～２年６月 ３０年中所得

３０年度分 平成３０年７月～令和元年６月 ２９年中所得

２９年度分 平成２９年１０月～３０年６月 ２８年中所得

が
確
認
で
き
る
も
の
▽
認
め 

印
▽
本
人
確
認
書
類
（
自
動

車
運
転
免
許
証
等
）
▽
特
例

免
除
制
度
の
場
合
は
、
失
業

し
て
い
る
こ
と
を
確
認
で
き 

る
公
的
機
関
の
証
明
の
写
し 

（
雇
用
保
険
受
給
資
格
者
証
・

離
職
票
等
）
▽
罹
災
証
明
書

等
▽
申
請
者
本
人
と
配
偶
者 

の
世
帯
が
別
の
場
合
は
、
配

偶
者
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
確

認
で
き
る
も
の

手�

続
き
場
所
・
問
い
合
わ
せ

市
保
険
年
金
課
国
民
年
金
係 

（
市
役
所
１
階
）、
青
梅
年
金

事
務
所
☎
30
・
３
４
１
０

表１　免除・納付猶予を受けたい期間と
審査対象となる所得（令和元年１１月時点）

表２　所得の目安（令和元年度）

※�申請時点から２年１か月前までの期間（保険料が
納付済みの月を除く）に申請可

※１　夫婦のみで、夫婦のどちらかに所得がある場合
※２　夫婦と子２人で、夫婦のどちらかに所得があり、子は１６歳未満の場合

　
交
通
事
故
な
ど
第
三
者
か
ら

受
け
た
病
気
や
け
が
も
、
保
険

証
を
使
っ
て
医
療
が
受
け
ら
れ

ま
す
。

　
た
だ
し
、受
診
す
る
際
に
は
、

必
ず
医
療
機
関
等
に
第
三
者
か

ら
受
け
た
病
気
や
け
が
で
あ
る

こ
と
を
申
し
出
て
く
だ
さ
い
。

　
そ
の
場
合
、国
民
健
康
保
険
・

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
で
医
療

費
を
一
時
的
に
立
て
替
え
て
、

あ
と
か
ら
加
害
者
や
加
害
者
が

加
入
す
る
自
動
車
保
険
会
社
等

に
請
求
し
ま
す
の
で
、必
ず「
第

三
者
行
為
に
よ
る
傷
病
届
」
を

市
の
担
当
窓
口
へ
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。

　
ま
た
、
加
害
者
か
ら
治
療
費

を
受
け
取
っ
た
り
、
示
談
を
済

ま
せ
た
場
合
は
、
国
民
健
康
保

険
や
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
は

使
え
ま
せ
ん
。
示
談
の
前
に
必

ず
保
険
年
金
課
へ
ご
連
絡
く
だ

さ
い
。

問�

い
合
わ
せ
　
国
民
健
康
保
険

…
保
険
年
金
課
給
付
係
▽
後 

期
高
齢
者
医
療
保
険
…
保
険 

年
金
課
後
期
高
齢
者
医
療
係

国
民
健
康
保
険
・ 

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
と
交
通
事
故

用
す
る
と
、
い
つ
で
も
ご
自
身

の
年
金
記
録
を
確
認
で
き
る
ほ

か
、
将
来
の
年
金
受
給
見
込
み

額
に
つ
い
て
、
ご
自
身
の
年
金

記
録
を
も
と
に
さ
ま
ざ
ま
な
パ

タ
ー
ン
の
試
算
を
す
る
こ
と
も

で
き
ま
す
。

11
月
30
日
は
「
年
金
の
日
」
で
す

　
厚
生
労
働
省
で
は
、
国
民
一

人
ひ
と
り
が
、「
ね
ん
き
ん
ネ
ッ

ト
」
等
を
活
用
し
な
が
ら
、
高

齢
期
の
生
活
設
計
に
思
い
を
巡

ら
す
日
と
し
て
11
月
30
日
を

「
年
金
の
日
」
と
し
て
い
ま
す
。

　「
ね
ん
き
ん
ネ
ッ
ト
」
を
利

い
い

み
ら
い

固定資産税（家屋）の減額・減免
問い合わせ　資産税課家屋係

住宅の種別
減額
期間

一般の
住宅

３階建て以上の中高層耐火住宅 ５年間
上記以外 ３年間

認定長期
優良住宅

３階建て以上の中高層耐火住宅 ７年間
上記以外 ５年間

災害で被害を受けた家屋に対する減免

減額内容 減額要件（※１） 必要書類 備考

耐
震
改
修

現行の耐震基準に適合するよう一
定の改修工事を行った場合、翌年
度から一定期間の固定資産税を１
戸当たり１２０㎡を限度に、２分
の１（長期優良住宅の認定を受け
た場合は３分の２）を減額します。

▽ �昭和５７年１月１日以前に建築された住宅（併用住宅の場合は、
居住部分の割合が２分の１以上）であること

▽令和２年３月３１日までに工事を完了すること

▽現行の耐震基準に適合すること

▽耐震改修に要した費用が１戸当たり５０万円超であること

▽原則として、工事完了後３か月以内に申告すること

▽固定資産税（住宅耐震改修）減額申告書

▽増改築等工事証明書（耐震改修が行われたことの証明書）〈※２〉

▽工事費用の内訳が確認できる見積書の写し等

▽工事費用の支払額が確認できる領収証の写し等

▽長期優良住宅認定通知書の写し（※３）

減額期間

▽一般住宅…１年間

▽ �通行障害既存耐震不
適格建築物に該当す
る住宅…２年間

バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修

一定のバリアフリー改修工事を行
った場合、翌年度分の固定資産税
に限り、１戸当たり１００㎡を限
度に、３分の１を減額します。

▽ �新築された日から１０年以上を経過した住宅（併用住宅の場合
は、居住部分の割合が２分の１以上。賃貸住宅を除く）である
こと

▽ �次のいずれかの方が居住する住宅であること①６５歳以上の方
②介護保険法の要介護もしくは要支援の認定を受けている方③
障害者手帳等をお持ちの方

▽令和２年３月３１日までに工事を完了すること

▽ �次に該当する工事で、国または地方公共団体からの補助金等を
除く自己負担工事費が５０万円超であること①廊下の拡幅②階
段の勾配緩和③浴室、トイレの改良④手すりの取り付け⑤床の
段差解消⑥床の滑り止め化⑦引き戸への取り替え

▽改修後の住宅の床面積が５０㎡以上２８０㎡以下であること

▽原則として、工事完了後３か月以内に申告すること

▽固定資産税（住宅バリアフリー改修）減額申告書

▽居住する方の区分に応じた書類

　 ▽ �６５歳以上の高齢者の場合…居住者の住民票の写し（市内在
住者は不要）

　 ▽ �要介護および要支援認定者の場合…介護保険の被保険者証の
写し

　 ▽ �障害者手帳等をお持ちの方の場合…身体障害者手帳・精神障
害者保健福祉手帳・愛の手帳等の写し

▽工事費用の内訳が確認できる見積書の写し等

▽工事施工箇所の写真

▽工事費用の支払額が確認できる領収証の写し等

▽ �工事費用の補助金等を受けている場合は、交付・給付決定書の
写し等〈住宅改造補助金交付および介護保険給付金の決定（確
定）通知書等〉

▽ �耐震改修の減額の対
象となっている年度
には適用されませ
ん。

▽ �減額措置は、１戸に
つき１回限りです。

▽ �バリアフリー改修と
省エネ改修は、重複
可能です。

省
エ
ネ
改
修

省エネ基準に適合する一定の改修
工事を行った場合、翌年度分の
固定資産税に限り、１戸当たり
１２０㎡を限度に、３分の１（長
期優良住宅の認定を受けた場合は
３分の２）を減額します。

▽ �平成２０年１月１日以前に建築された住宅（併用住宅の場合は、
居住部分の割合が２分の１以上。賃貸住宅を除く）であること

▽令和２年３月３１日までに工事を完了すること

▽ �省エネ基準に適合する次の工事で、国または地方公共団体から
の補助金等を除く自己負担工事費が５０万円超であること①窓
の改修工事（必須要件…二重サッシ化、複層ガラス化など）②
床の断熱改修工事③天井の断熱改修工事④壁の断熱改修工事

▽改修後の住宅の床面積が５０㎡以上２８０㎡以下であること

▽原則として、工事完了後３か月以内に申告すること

▽固定資産税（住宅省エネ改修）減額申告書

▽増改築等工事証明書（耐震改修が行われたことの証明書）〈※２〉

▽ �工事費用の内訳が確認できる見積書の写し等（熱損失防止改修
工事証明書に工事費の額の記載がある場合は不要）

▽工事費用の支払額が確認できる領収証の写し等

▽ �工事費用の補助金等を受けている場合は、交付・給付決定書の
写し等

▽長期優良住宅認定通知書の写し（※３）

※１　税制改正により、減額要件等が改正される場合があります。
※２　証明書の発行者は次のとおりです。①建築士事務所に属する建築士②指定確認検査機関③登録住宅性能評価機関④住宅かし担保責任保険法人
※３　長期優良住宅の認定を受けた場合のみ必要です。

住宅の改修に対する減額

新築住宅に対する減額
　住宅を新築した方には、固定資産

税額を算定するための家屋調査の

際、申請方法をご説明します。

減�額内容　住宅部分のうち１２０㎡

までの固定資産税額を２分の１

　土砂災害、水害、雪害、火災などの災害により、固定資産税が課税されている家屋

に重大な被害があった場合は、その程度に応じて固定資産税・都市計画税が減免され

る制度があります。ただし、雨どいやガラスなどの軽微な破損は対象となりません。

　減免を受けるには、現地調査が必要となりますので、資産税課へご連絡ください。

　「
ね
ん
き
ん
ネ
ッ
ト
」
に
つ

い
て
は
、
日
本
年
金
機
構
の
ホ 

ー
ム
ペ
ー
ジ
H Phttp://w

w
 

w
.nenkin.g

o.jp

で
ご
確
認

い
た
だ
く
か
、
青
梅
年
金
事
務

所
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ

い
。

問�

い
合
わ
せ
　
青
梅
年
金
事
務

所
☎
30
・
３
４
１
０

日�

時
　
12
月
13
日
（
金
）　
午

後
１
時
30
分
～
４
時
30
分

会�

場
　
市
役
所
２
階
会
議
室

対
象
　
市
内
在
住
・
在
勤
者

指�

導
　（
公
財
）
東
京
防
災
救

急
協
会
職
員
　
ほ
か

普

通

救

命

講

習

会

救
命
処
置
と
自
動
体
外
式
除
細
動
器
（
Ａ
Ｅ
Ｄ
）
操
作
法

定
員
　
先
着
30
人
（
予
約
制
）

費
用
　
１
千
400
円（
テ
キ
ス
ト
代
）

※
当
日
集
金

服�

装
・
持
ち
物
　
動
き
や
す
い

服
装
、
筆
記
用
具

※
ス
カ
ー
ト
不
可

そ�

の
他
　
講
習
修
了
者
に
救
命

技
能
認
定
証
を
後
日
交
付
▽

認
定
年
月
日
が
３
年
以
内
の

救
命
技
能
認
定
証
を
持
参
の

場
合
は
200
円
の
割
引
あ
り

協
力
　
青
梅
消
防
署

申�

し
込
み
　
電
話
☎
23
・
２
１ 

９
１
で
健
康
セ
ン
タ
ー
へ

　
今
回
は
皆
さ
ん
が
内
視
鏡
検

査
な
ど
で
受
診
し
、
生
検
（
組

織
を
採
取
す
る
こ
と
）
を
受
け

た
際
に
行
わ
れ
る
実
際
の
業
務

の
流
れ
を
、
標
本
作
製
に
ス

市
立
総
合
病
院
　
お
う
め
健
康
塾

が
ん
の
病
理
診
断
は
ど
の
よ
う
に
行
わ
れ
る
か

ポ
ッ
ト
を
当
て
て
お
話
し
し
た

い
と
思
い
ま
す
。

日�

時
　
12
月
18
日
（
水
）　
午

後
２
時
～
３
時

会�

場
　
総
合
病
院
講
堂
（
南
棟

３
階
）

講�

師
　
病
理
診
断
科
　
伊
藤
栄

作
氏

費
用
無
料

直
接
会
場
へ

問�

い
合
わ
せ
　
総
合
病
院
管
理

課
庶
務
係
☎
22
・
３
１
９
１


